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[火災対策によって削減できるＣＯ火災対策によって削減できるＣＯ火災対策によって削減できるＣＯ火災対策によって削減できるＣＯ2の量はどのくらいかの量はどのくらいかの量はどのくらいかの量はどのくらいか] 
 前回は、日本では建築物火災によって発生するＣＯ2 の量は約３４万トンと計算出来、

日本全体のＣＯ2排出量の約０．１％程度に相当するのではなかろうか、と述べた。 

 それでは、火災対策によってＣＯ2の発生量はどの程度抑えられているのだろうか？ 

 「火災対策」を全くせずに自然に任せていた場合の火災による焼損面積と、十分な火災

対策が講ぜられている現在の焼損面積とを比べれば、その差が「火災対策によって削減し

たＣＯ2の量」であろう、ということは誰でも思いつくに違いない。 

 だが、「火災対策」というものが「火災による生命、身体、財産等の損失を出来るだけ少

なくするために講ぜられる対策」だとすると、およそ人類が火を使い始めて以来何らかの

「火災対策」は行われていたはずであり、火災対策を全く何もせずに自然に任せているこ

とはあり得ないだろう。 

 そこで便宜的に、「火災対策」が貧弱だった太平洋戦争直後の時代と現在とを比較してみ

ることとしたい。 

 戦後すぐの時代には、都市構造が貧弱で消防力も十分整備されておらず、建築基準法や

消防法等の防火規定も戦前の市街地建築物法のままでろくなものではなかった上、敗戦後

の混乱で「防火規定の遵守」どころではなかったこともあり、火災が発生すると市街地大

火にまで発展してしまうことが多く、全国の建物焼損面積の合計は現在（約１８０万㎡）

の２倍以上であった。当時の人口は現在の３分の２程度であるから、火災対策が当時の程

度のままなら、現在の火災被害は実際の３倍程度にはなっているはずである。従って、戦

後営々と築き上げてきた様々な火災対策により、建物火災によるＣＯ2 の発生量を年間７

０万トン程度削減していると考えることが出来そうである。 

 ところが、よく考えてみるとことはそう単純ではない。建物は、火災に遭わなければ耐

用年数を全うして、やがて取り壊され建築廃棄物になる。この建築廃棄物は、焼却された

り埋め立てに用いられたり山中に不法投棄されたりすることになるが、焼却されるものは

もちろん、埋め立てられたり廃棄されたりしたものも、木材や天然繊維等は微生物によっ

て分解され、長い目で見れば結局ＣＯ2などを排出してしまうと考えられるからである。 

 結局木材は、切り倒された瞬間から、火災に遭おうが遭うまいが、いずれはＣＯ2 の発

生源になってしまうものと考えなければならないのである。従って、火災対策によるＣＯ2

の排出抑制効果は、建物火災については、建物の耐用年数を「火災に遭った場合に比べて

長くする」という、いわば「省資源対策」としての効果を持っているものと考えるべきな

のだろう。 

 火災対策により結果的に平均耐用年数を延ばす効果がどの程度になるかを推定すること

はかなり難しい。 



 

 

 一つの考え方として、建築物の焼損床面積の着工床面積に対する割合から推定する方法

がありそうである。平成１１年の建築物の着工床面積は１億９４２８万㎡であり、平成１

０年の建物焼損床面積は約１５５ 万㎡であるから、平成１１年に建てられた建築物のう

ち０．８％分は前年に火災によって焼失したものの建て直し分であると考えるのである。

先ほどの推論から、戦後取られてきた様々な火災対策によって現在の焼損床面積の２倍程

度の建築床面積が節減できているのだとすれば、火災対策によって大体１．６％くらい建

築物の耐用年数を延ばしていると考えられるのではあるまいか。 

 

 人工の物件の火災によるＣＯ2 の排出については、いずれも建物と同様の考え方が成り

立ちそうである。ちなみに最近件数が増加している車両火災については、平成１０年の車

両火災件数は７５４５件であり、平成１１年の国内の新規車両登録台数３９９万台の０．

２％程度に相当する。車両火災対策がどの程度のレベルにあるかについては手持ちの資料

がないので、車両火災対策がＣＯ2 の排出抑制に貢献している程度についての考察は別の

機会に譲ることとするが、とりあえず、車両火災によって新たに生産されることになった

車両の台数が全体の０．２％程度であるということは言えそうである。 

 

[林野火災とＣＯ林野火災とＣＯ林野火災とＣＯ林野火災とＣＯ2の発生の発生の発生の発生] 
 林野火災は、植物が燃えてＣＯ2 を発生させるだけでなく、火災に遭わないでいれば光

合成によってＣＯ2を消費してＯ2を生産していた植物がなくなり、場合によっては荒れ地

になってしまったりするので、長い目で見ても、ＣＯ2 の増加に直接影響を及ぼすのでは

ないか、と考えられそうである。 

 林野火災によってどの位のＣＯ2 が発生するかについては、計算してみた人がいる（元

消防研究所第一研究部長の山下邦博氏）ので、その推論を使わせてもらうことにしよう。 

 山下氏によれば、昭和５７年から平成３年までの１０年間（ちょっと古いが）を平均し

た日本の林野火災件数は３８２７件、焼損面積は３８６０ｈａである。林野火災というの

は、火災になった所に生えていた植物が１００％燃えてしまうということはなく、必ず相

当の燃え残りが出るものだということだが、火災が激しければ土壌内の有機物も燃えたり

するので一筋縄ではいかない。山下氏の中位モデルでは、火災によって地表可燃物（地表

を覆う雑草、低木、落ち葉、枯れ枝など）が燃えるほか、土壌内の有機物、樹木の枝葉な

どが燃えて若干枯死木が生じ、森林の２割程度の樹木が焼失すると仮定しており、１ｈａ

当たりの可燃物量は２８トンとしている。これによって計算すると、日本では林野火災に

より年間に約１０万トンの木材等が燃え、約２０万トンのＣＯ2 が発生していることにな

る。 

 この量は、建築物火災により発生すると推計したＣＯ2 の量（３４万トン）よりもかな

り小さな値である。 

考えてみれば、日本の木材需要量は輸入材も含めると９２０６万立方米であるから、重量



 

 

換算では４６００万トン程度となる。それが燃えたり微生物によって分解されたりしてい

ずれはＣＯ2 になるのだとすれば、その量は７５００万トンという膨大な量になる。それ

に比べれば、林野火災によって発生する２０万トンのＣＯ2 は０．３％程度に過ぎない。

建築やパルプ用などに林野火災によって失われる４００倍もの量の木材を伐採し、結局将

来のＣＯ2発生源を作ってしまっている、ということだろう。 

 ちなみに、日本全体で１年間に発生するＣＯ2 の量３億３２００万トンと比較すると、

林野火災で発生するＣＯ2はその０．０６％、１年間の木材需要量をＣＯ2に換算した量は

その約２３％になると計算できるのである。 
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